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研究要旨 

 我々は、骨粗鬆症の予防及び検診提供体制の整備のための研究（19FA1014）にて骨粗鬆

症の検診提供体制の整備のため、システマティックレビューを実施して検診後に配布・指

導を行う運動プログラムパンフレットの作成に取り組んだ。それらの研究結果を基に、

｢新骨粗鬆症 検診・保健指導マニュアル｣の内容にある“予防のための保健指導”としての

「運動指導（含転倒予防）」の項目を作成した。本マニュアルでは、低体力者や痛みによ

って立位での運動実施が困難な者に対しても実施可能な運動プログラムを提案できるよう

工夫したため、検診対象者に持続可能性の高い運動プログラムを指導できる可能性があ

る。“要精検者への対応”としての「医療機関との連携」は、精密検査の実施、続発性骨粗

鬆症を含めた診断、適切な治療開始のために重要である。さらに治療の継続に当たって

は、病診連携、診診連携により、薬物治療の継続、副作用発現の防止・早期発見に務め

る。副作用発現防止のためには、医歯薬連携も骨粗鬆症治療では欠かせない。 

 

A．目的  

 我々は、骨粗鬆症の予防及び検診提供体制

の整備のための研究（19FA1014）にて骨粗鬆

症の検診提供体制の整備のため、検診後に配

布・指導を行う運動プログラムパンフレット

を作成することを目的に 2019 年度には骨折

関連事象（骨折、転倒、骨量減少）に対する

運動介入効果についてシステマティックレビ

ューを行った。2020 年度には前年度のシステ

マティックレビューの結果や、エビデンスが

確立している既存の運動を参考に、運動プロ

グラム内容の選定を行った。2021 年度は、骨

粗鬆症の検診時に提案するために選定した運

動プログラムを記載したパンフレットを作成

し、その内容についても検討した。そして、

2022 年度はこれまでのシステマティックレビ

ューや作成したパンフレットを基に、新骨粗

鬆症 検診・保健指導マニュアルの “予防の

ための保健指導”としての「運動指導（含転倒

予防）」、“要精検者への対応”としての「医療

機関との連携」を作成することを目的とし、

本事業を行った。 

 

B．方法 

 今回、新骨粗鬆症 検診・保健指導マニュ

アルの “予防のための保健指導”としての「運

動指導（含転倒予防）」、“要精検者への対応”

としての「医療機関との連携」を作成するに
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あたり、これまでの骨粗鬆症検診・保健指導

マニュアル第 2 版 (1)の内容を参考にしなが

ら、骨粗鬆症の予防及び検診提供体制の整備

のための研究（19FA1014）にて我々が実施し

た骨折関連事象に対する運動介入効果につい

てシステマティックレビューの活用や、その

結果を基に作成した運動プログラムが記載さ

れたパンフレットの内容を新規に追加した。

また、各項目に合わせて再度文献レビューを

行い、より骨粗鬆症検診の実務に役立つよう

記載した。 

 

C．結果 

 “予防のための保健指導”としての「運動指

導（含転倒予防）」については、運動指導の

目的や実際として、運動による骨量減少を予

防する効果があることを示したメタアナリシ

ス (2)や、運動の内容やその強度および頻度

についての科学的根拠を記載した (3, 4)。ま

た、転倒予防についての内容では、大腿骨近

位部骨折の発生原因について骨粗鬆症検診・

保健指導マニュアル第 2 版では 2010 年の報

告 (5)であったのを 2017 年の報告 (6)に変更

した。転倒予防の方法の実際では、運動介入

や、転倒リスク評価に基づいた介入の重要性

について記載した (7, 8, 9)。加えて、骨粗鬆

症検診の際に提案する運動プログラムの具体

例として骨粗鬆症の予防及び検診提供体制の

整備のための研究（19FA1014）の際に作成し

たパンフレット（図 1）を使用し、低体力者

や痛みを有する対象への配慮についても記載

した。 

 “要精検者への対応”としての「医療機関と

の連携」により、全身用骨密度測定装置によ

る精密検査の実施、続発性骨粗鬆症を含めた

診断が必要である。その後、適切な治療開始

とともに、確実な治療継続を要する。そのた

めには病診連携、診診連携が重要である。さ

らに副作用発現防止や早期発見のためには、

医歯薬連携も欠かせない（図 2）。 

 

D．考察 

 今回のマニュアルの作成において、可能な

かぎり最新のエビデンスを記載することで、

科学的根拠のある運動指導や転倒予防が可能

になると考える。また、我々が作成したパン

フレットに記載した一般的な運動プログラム

のみでなく、低体力者や痛みを有する対象に

合わせた運動プログラムを取り入れること

で、骨粗鬆症検診後の個別性のある運動指導

が実施可能になると考える。 

 

E．まとめ 

 本事業において、新骨粗鬆症 検診・保健

指導マニュアルの “予防のための保健指導”と

しての「運動指導（含転倒予防）」、“要精検者

への対応”としての「医療機関との連携」を作

成した。文献レビューを行い、科学的根拠の

ある運動指導や転倒予防方法を記載したこと

や、独自のパンフレットを使用することで個

別性のある効果的な運動プログラムの提案が

可能になると思われる。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3. その他 
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 なし 
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図 1 作成した運動プログラムパンフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 作成した運動プログラムパンフレット 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 要精検例の精密検査、治療開始・継続での連携 
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